
１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用の状況

　　　令和元年度における職員の採用は、ありませんでした。

（２）再任用の状況

　　　再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうちあらためて採用

　　される職員であり、地方公務員法第２８条の４の規定により採用されるフルタイム

　　勤務職員と、同法第２８条の５の規定により採用される短時間勤務職員がいます。

　　　なお、令和元年度における採用は、フルタイム勤務職員（技能職）２名でした。

（３）職位別任用状況

　　　令和２年３月３１日現在、主幹相当以上の職の総数は２あり、令和元年

　　度中における昇任者は、ありませんでした。

（４）職員の退職・再就職の状況

　　　令和元年度における職員の退職及び再就職の状況は下表のとおりです。
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（注）「再就職者」とは、退職後に当組合、外郭団体、出資法人などに再就職した者をいう。

　　　（（２）の再任用職員を除く。）

（注）（　）内は、女性数であり、内書きである。

（５）部門別職員数の状況と主な増減理由

 平成３０年

 　（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者

　　　　 派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いている。
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２　職員の給与の状況 　

（１）人件費の状況（一般会計決算）

（２）職員給与費の状況（一般会計決算）

（注）　職員手当には退職手当は含まれていません。

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在）

（４）職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在）

区　　　分

（５）一般行政職の級別職員数の状況（平成31年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

（　　）（　　） （　　）

（　　）

14.3 28.5 14.3

1

100

7

（　　）（　　）

1

（　　）（　　）

1

（　　）

千円

317,486

20

平均給与月額

一　般　行　政　職

千円

356,381

平均給料月額

40.6

平均年齢

一人当たり給与費

345,062 373,632

円 歳

　　計　Ｂ

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

50.6

区分

技能職

区分
職員数

元年度

（Ｂ／Ａ）

円

小川地区衛生組合

職員手当

6,026

大学卒

一般行政

大学卒

円歳

148,600円148,600円
一般行政職

千円

高校卒

国

人 千円

技　　能　　職

31,209

180,700円

80,060

円

３級２級

主事・技師 主査

高校卒

１級

148,600円 146,000円

主任

７級

Ａ 期末・勤勉手当

標準的な職務内容

180,700円

給　料

元年度

区　　分

120,5149,245

職　員　数

６級

主事・技師 　事務局長

1 2 1

４級区　　分

（　　）

（　　）（　　）（　　） （　　）

計５級

主席主査
及び主席

主査相当職
主幹

（　　）

構　成　比
14.3

（　　）

14.3 14.3

12.9

歳出額

千円

給　　　　与　　　　費

実質収支

千円

72,729

人件費率

Ｂ

千円

Ａ

千円

1,237,516

（Ｂ／Ａ）

％

159,991

人件費



（注）１　小川地区衛生組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

３（   ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

（６）職員手当の状況

　　　　期末手当　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分
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役職加算　5～15％ 役職加算　　 5～20％

管理職加算　10～25％

（注）　（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

 勤続20年  19.6695月分 24.586875月分  勤続20年  19.6695月分 24.586875月分

 勤続25年  28.0395月分 33.27075月分  勤続25年  28.0395月分 33.27075月分

 勤続35年　39.7575月分　 47.709月分  勤続35年　39.7575月分　 47.709月分

 最高限度額 47.709月分　 47.709月分  最高限度額 47.709月分　 47.709月分

 その他加算措置　定年前早期退職  その他加算措置　定年前早期退職

2～45％加算 2～45％加算
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（７）特別職の報酬等の状況（平成31年4月1日現在）
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の概要

　　　職員の勤務時間は、一週間当たり38時間45分と定められており、原則毎週月曜日から

　　金曜日までの、それぞれ8時15分～17時までの勤務となります。そのうち12時から13時

　　までの間は休憩時間となっています。

（２）休暇制度の概要・種類等

　　　職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇・組合休暇があり、

　　それぞれの概要は以下のとおりです。

　　年次有給休暇：労働基準法第３９条の諸規定に従って与えられる、有給による休暇であり、１

　　　　　　　　　年につき最高２０日付与され、前年度からの繰越分を含めると最高４０日間と

　　　　　　　　　なります。

　　病 気 休 暇 ：勤労意欲があっても負傷又は疾病のために勤務することができない職員に対し、

　　　　　　　　　医師の証明書に基づき、最小限度必要と認められる期間、その治療に専念させ

　　　　　　　　　る目的で設けられた有給の休暇です。

　　特 別 休 暇 ：特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に認められる有給の

　　　　　　　　　休暇です。（種類は、公民権行使等休暇／証人等としての出頭のための休暇

　　　　　　　　　／産前・産後休暇／忌引休暇／結婚休暇／配偶者出産補助休暇／子の看護休暇

　　　　　　　　　／家族看護休暇／災害休暇／骨髄液提供休暇／ボランティア休暇／等）

　　介 護 休 暇 ：配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で負傷、疾病又は老齢により２

　　　　　　　　　週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務し

　　　　　　　　　ないことが相当であると認められる場合における無給の休暇です。

　　組 合 休 暇 ：職員組合の業務又は活動に従事するために認められる無給の休暇です。

（３）年次有給休暇の取得状況　

　　　平成３１年１月１日から令和元年１２月３１日までの一般職員の年次有給休暇の平

　　均取得日数は９．０７日となっています。

（４）育児休業等の取得状況

　　　育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その３歳に満たない子を養育するた

　　め、子が３歳に達する日までの期間を限度として、職務に従事しないことを可能とする

　　制度です。育児休業をしている期間については、給与は支給されません。

　　　一方、部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学前の子を養育

　　するため１日の勤務時間の一部（２時間を限度）について勤務しない制度で、休業した

　　期間の給与は減額されます。

　　令和元年度に育児休業、部分休業を新規に取得した職員はありませんでした。



４　職員の分限及び懲戒処分の状況

　分限処分とは、地方公務員法第２８条に基づき、公務能率の維持と公務の適正な運営

の確保を図るために、降任、免職、休職又は降給の不利益処分を行うことです。

　一方、懲戒処分とは、地方公務員法第２９条に基づき、公務員としてふさわしくない

非違行為を行った職員の道義的責任を追及することで服務規律の維持を図るために、戒

告、減給、停職又は免職の不利益処分を行うことです。

　　令和元年度に分限処分、懲戒処分された者はありませんでした。

５　職員の服務の状況

（１）職員の守るべき義務の概要

　　　地方公務員法第３０条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者と

　　して公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに

　　専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現す

　　るため、同法は、職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（同法第３２

　　条）、信用失墜行為の禁止（同法第３３条）、秘密を守る義務（同法第３４条）、職務

　　に専念する義務（同法第３５条）、政治的行為の制限（同法第３６条）、争議行為等の

　　禁止（同法第３７条）、営利企業等の従事制限（同法第３８条）など、服務上の強い誓

　　約を課しています。

（２）職務専念義務免除の状況

　　　職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の

　　注意力のすべてをその職責遂行のために用いなければなりません（地方公務員法第３５

　　条）。ただし、「職務に専念する義務の特例に関する条例」により、研修を受ける場合

　　や厚生事業に参加する場合に、任命権者の承認を得て、職務専念義務が免除されること

　　があります。

　　　令和元年度における免除件数は、次のとおりです。

　　　　　・人間ドック受診　　　　　　　 　　　７件

　　　　　・長期勤続職員の職務専念義務免除　 　０件

　　　　　・その他　　　　　　　　　　　　　 　２件

（３）営利企業等従事の許可状況

　　　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、

　　報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事等してはならないとされています（地方

　　公務員法第３８条）。任命権者の許可の基準は、「職員の営利企業等の従事制限に関す

　　る規則」に定められています。



　　　令和元年度における許可件数は４件となっております。

６　職員の研修の状況

（１）研修の概要

　　　令和元年度に実施した研修は、市町村職員広域研修「特別研修」２件に職員を派遣し

 事務の向上を図りました。

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）福利厚生制度の概要

　　　職員の共済制度は、地方公務員法第４３条に基づいて定められた地方公務員等共済組

　　合法によって具体的に定められています。共済制度を運用し、実施する主体は埼玉県市

　　町村職員共済組合です。

　　　共済組合では、組合員である職員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡等に対して必

　　要な給付を行なう「短期給付事業」、職員の退職・障害・死亡に対して年金又は一時金

　　の給付を行なう「長期給付事業」、健康の保持増進事業や住宅資金の貸付などの「福祉

　　事業」の大きく分けて３つの事業を行なっています。

　　　その他の福利厚生制度として、当組合において、職員のための任意の互助組織として　　

　　「職員福利厚生委員会」を組織し、職員の冠婚葬祭に際しての給付等の事業を実施して

　　います。

（２）福利厚生制度に係る組合の負担状況

　　　共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者である組合の負

　　担金によって賄われています。組合の負担金の率は法定されており、令和元年度は

　　２４，４４２千円の負担金を支出しました。

　　　このほか、令和元年度は、職員福利厚生委員会への補助金として１１１千円支出

　　しました。

（３）公務災害の発生状況

　　　公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤に

　　よる災害を受けた場合に、その災害によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の

　　社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために必要な事業（福祉事業）を行なうこ

　　とを目的としています。具体的には、地方公務員法第４５条に基づいて定められた地方

　　公務員災害補償法によって定められています。

　　　令和元年度に公務災害と認定された件数は、０件です。


